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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】加熱または冷却される、食洗機でも安全な食卓
用食器および飲料用食器を提供する。
【解決手段】食卓用食器および飲料用食器は、固体また
は液体の食品を保持する受入れ部を有する食洗機でも安
全な本体と、本体内に、または本体に取外し式に取付け
可能な別個のモジュール内に収容することができる加熱
冷却システム５５とを含んでいる。加熱冷却システムは
、本体の受入れ部を加熱または冷却する加熱冷却要素６
０を有することができる。加熱冷却システムは、任意選
択で、加熱冷却要素に接続された電力貯蔵要素であって
、所望の時間の間、電力を加熱冷却要素に供給するよう
に構成された電力貯蔵要素を有することができる。加熱
冷却システムは、任意選択で、電力貯蔵要素に動作可能
に接続された充電回路９６であって、電力貯蔵要素の充
電プロセスを制御するように構成された充電回路を有す
ることができる。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　固体または液体の食品を保持する受入れ部を有する食洗機でも安全な本体と、
　加熱冷却システムと、
　を備える、皿、マグ、カップ、または給仕用盛り皿であって、
　前記加熱冷却システムが、
　前記本体の前記受入れ部を加熱または冷却するように構成された加熱冷却要素、
　前記加熱冷却要素に電気的に接続され、その加熱冷却要素に対して電気を、所定の時間
の間および／または所定の電力設定値で供給するように構成された電力貯蔵要素、および
、
　電源から電力をワイヤレス方式で受けるように構成され、前記電力貯蔵デバイスに接続
されるとともにその電力貯蔵デバイスを充電するように構成されたワイヤレス電力レシー
バ、
　を有し、
　前記加熱冷却要素が、
　前記固体または液体の食品を長時間にわたって加熱または冷却された状態に保つために
、前記本体の少なくとも一部を能動的に加熱または冷却するように動作可能である、
　皿、マグ、カップ、または給仕用盛り皿。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、皿およびマグなどの食洗機でも安全な食卓用食器および飲料用食器、より詳
細には能動的に加熱または冷却される、食洗機でも安全な食卓用食器および飲料用食器を
対象とする。
【背景技術】
【０００２】
　食卓用食器（例えば、皿、ボウル）、給仕用食器（例えば大皿）、および飲料用食器（
例えばカップ類）は、時としてセラミック材料から作製される。皿は、時としてオーブン
内に置くことによって加熱され、それにより、皿上の食品を、皿が加熱されなかった場合
より長い間暖かく保つことができる。例えば、一部のレストランでは、皿は、食品をその
上に置く前に加熱されたり、食品（例えばステーキ）をその上に置いた状態で同時に加熱
されたりする。例えば、ステーキを保持する皿は、ステーキを料理するためにオーブン内
に置くことができ、オーブンから取り外した後、プレートはその食品を少しの間暖かく保
つ。一部の場合では、皿またはボウルはまた冷やされて、皿上の食品を、皿が冷やされな
かった場合よりも長い時間冷たく保つことができる（例えばサラダ、ガスパーチョ）。し
かし、そのような加熱および冷却機構は、セラミック材料の熱伝達特性に基づく皿によっ
て、加熱される皿の場合は熱の放出に依存し、または冷やされる皿の場合は熱の吸収に依
存する受動的機構である。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　しかし、食洗機でも安全な食卓用食器また飲料用食器を能動的に加熱または冷却するた
めの技術は、容易に利用可能にはならない。したがって、使用中、能動的に加熱または冷
却することができる、食洗機でも安全な食卓用食器（例えば皿、ボウル）および飲料用食
器（例えばカップ、マグ）の必要性が存在する。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　一実施形態によれば、固体または液体の食品を保持する受入れ部を有する食洗機でも安
全な本体と、加熱冷却システムとを備える、皿、マグ、カップ、または給仕用盛り皿が提
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供され得る。加熱冷却システムは、本体の受入れ部を加熱または冷却するように構成され
た加熱冷却要素を有することができる。電力貯蔵要素が、加熱冷却要素に電気的に接続さ
れ、この電力貯蔵要素は、所望の時間の間、および／または所与の電力設定値で電気を加
熱冷却要素に供給するように構成されている。ワイヤレス電力レシーバは、電源から電力
を無線式に受け入れるように構成されており、このワイヤレス電力レシーバは、電力貯蔵
デバイスと連通しており、電力貯蔵デバイスを充電するように構成されている。加熱冷却
要素は、固体または液体の食品を長時間にわたって加熱されたまたは冷却された状態に保
つために、本体の少なくとも一部を能動的に加熱または冷却するように動作可能である。
【０００５】
　別の実施形態によれば、固体または液体の食品を保持する受入れ部を有する食洗機でも
安全な本体と、加熱冷却システムとを備える移動用マグが提供される。加熱冷却システム
は、本体の受入れ部を加熱または冷却するように構成された加熱冷却要素を有することが
できる。電力貯蔵要素が、加熱冷却要素に電気的に接続され、この電力貯蔵要素は、所望
の時間の間、電気を加熱冷却要素に供給するように構成されている。充電回路が、電力貯
蔵要素に電気的に接続され、この充電回路は、電力貯蔵要素の充電プロセスを制御するよ
うに構成されている。ワイヤレス電力レシーバは、電源から電力を無線式に受け入れるよ
うに構成されており、このワイヤレス電力レシーバは、充電回路に接続され、電力貯蔵要
素を充電するために充電回路に電力を伝送するように構成されている。加熱冷却要素は、
固体または液体の食品を長時間にわたって加熱または冷却された状態に保つために、本体
の受入れ部の少なくとも一部を能動的に加熱または冷却するように動作可能である。
【０００６】
　別の実施形態によれば、能動的に加熱または冷却される皿、マグ、カップ、または給仕
用盛り皿が、提供される。能動的に加熱または冷却される皿、マグ、カップ、または給仕
用盛り皿は、固体または液体の食品を保持する受入れ部を有する、食洗機でも安全な本体
を備えている。加熱冷却システムは、本体の受入れ部を加熱または冷却するように構成さ
れている。ワイヤレス電力レシーバが、加熱冷却要素に電気的に接続され、このワイヤレ
ス電力レシーバは、電源から電力を無線式に受け入れるように構成されている。コントロ
ーラ回路が、本体内に収容され、ワイヤレス電力レシーバおよび加熱冷却要素に電気的に
接続され、ここでは、制御器は、加熱冷却要素の動作を制御するように構成されている。
【０００７】
　別の実施形態によれば、能動的に加熱または冷却される、皿、マグ、カップ、または給
仕用盛り皿が、提供される。能動的に加熱または冷却される皿、マグ、カップ、または給
仕用盛り皿は、固体または液体の食品を保持する受入れ部を有する食洗機でも安全な本体
を備えている。加熱または冷却システムは、本体内に収容することができ、または本体の
底面に取外し式に結合させることができ、本体の受入れ部を加熱または冷却するように構
成することができる。加熱冷却システムは、ワイヤレス電力レシーバに電気的に接続され
た加熱冷却要素を含むことができ、このワイヤレス電力レシーバは、電源から電力を無線
式に受け入れるように構成されている。
【０００８】
　さらに別の実施形態では、皿、マグ、カップ、または給仕用盛り皿は、その上にまたは
皿またはマグを置くことができる充電ベース上に配設されたユーザ調整可能なサーモスタ
ットを有することもできる。サーモスタットは、有利には、皿、マグ、カップ、または給
仕用盛り皿内の加熱冷却要素を指定された温度でまたは指定された温度範囲内に保つため
、皿、マグ、カップ、または給仕用盛り皿内の加熱冷却要素を制御するようにユーザが調
整することができる。
【０００９】
　さらに別の実施形態では、能動的に加熱または冷却される、皿、マグ、カップ、または
給仕用盛り皿が提供される。能動的に加熱または冷却される皿、マグ、カップ、または給
仕用盛り皿は、固体または液体の食品を保持する受入れ部を有する食洗機でも安全な本体
を備えている。加熱冷却システムは、本体内に収容することができ、または本体の底面に
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取外し式に結合させることができ、本体の受入れ部を加熱または冷却するように構成する
ことができる。加熱冷却システムは、電源（例えば壁コンセント）に接続することができ
る（例えば充電ベース内の）電気コネクタに電気的に接続するように構成された、本体の
外面上の電気接点（例えば本体から突出する電気柱または本体の表面上の電気パッド）に
電気的に結合された加熱冷却要素を含むことができる。能動的に加熱または冷却される皿
、マグ、カップ、または給仕用盛り皿は、任意選択で、加熱冷却要素および電気接点に電
気的に接続された１つまたは複数の電力貯蔵要素を有することができ、この電力貯蔵要素
は、電源から伝送された電力を貯蔵するように、また、皿、マグ、カップ、または給仕用
盛り皿内の制御回路を介して所望の時間の間、本体の受入れ部を加熱または冷却するため
に加熱冷却要素に電力を供給するように構成されている。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】加熱冷却皿の一実施形態の概略の断面側面図である。
【図２】図１の加熱冷却皿の概略分解図である。
【図３】図１の加熱冷却皿および皿用の充電ベースの概略の断面側面図である。
【図３Ａ】図１の皿に類似する、加熱冷却皿の別の実施形態の概略の底部斜視図である。
【図３Ｂ】図３Ａの加熱冷却皿および皿用の充電ベースの概略の上部斜視図である。
【図４】複数の加熱冷却皿用の充電スタンドおよびスタンド上に格納された複数の加熱冷
却皿の概略斜視図である。
【図５】図５の充電スタンドの概略斜視図である。
【図６】加熱冷却皿の別の実施形態の概略の上部斜視図である。
【図７】加熱冷却皿の別の実施形態の概略断面図である。
【図８】加熱冷却マグおよびその充電ベースの一実施形態の概略の断面側面図である。
【図９】図８の加熱冷却マグの概略分解図である。
【図９Ａ】加熱冷却マグの別の実施形態の概略分解図である。
【図１０】加熱冷却移動用マグの一実施形態の概略の断面斜視図である。
【図１１】図１０の加熱冷却移動用マグの概略の分解斜視図である。
【図１２】図１２の加熱冷却移動用マグおよびその関連する充電ベースの概略斜視図であ
る。
【図１３】加熱冷却移動用マグの別の実施形態の概略の断面斜視図である。
【図１４】加熱冷却移動用マグの別の実施形態の概略の断面斜視図である。
【図１５】図１４の加熱冷却移動用マグの概略斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
　図１～図３は、加熱冷却食卓用食器または給仕用食器の１つの実施形態を示している。
特に、図１～図３は、加熱冷却皿１００の１つの実施形態を示している。図示する実施形
態では、皿１００は、側面３０ａを有する周壁１０と、上面２０ａを有するベース部２０
とを有しており、ここでは、側面３０ａと上面２０ａとは、食品を保持することができる
凹部３０（例えば食品を保持する皿の受入れ部）を画定している。別の実施形態では、皿
１００は、ほぼ平坦な上面（例えば食品の受入れ部が窪んでいない）を有して平坦であっ
てもよい。壁１０は、上縁１２から底縁１４まで延びる。皿１００の底部４０は、皿１０
０の底面４２（縁１４に対して窪み、皿１００の凹部１６を画定する）を画定しており、
それにより、皿１００がテーブルまたはカウンタの表面上に置かれたとき、底面４２では
なくその縁１４が、テーブルまたはカウンタ表面と接触するようになっている。別の実施
形態では、底面４２は、縁１４に対して窪んでおらず、底縁１４と同一平面であってもよ
い。さらに別の実施形態では、底面４２は、縁１４に対して皿１００の底部から突出する
ことができる。
【００１２】
　引き続き図１を参照すると、底部４０は、底部４０とベース部２０の間にキャビティ５
０が画定されるように壁１０に取り付けられており、このキャビティ５０は、以下で説明
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するように、いくつかの構成要素を収容するようにサイズ設定されている。図２に示すよ
うに、皿１００は、加熱冷却システム５５を含むことができ、このシステムは、加熱また
は冷却の要素（加熱冷却要素）６０と、絶縁部材７０と、冷却要素６０の加熱に電気的に
接続された１つまたは複数の電気エネルギー貯蔵デバイス８０と、電子モジュール９０と
を含むことができる。加熱冷却要素６０、絶縁部材７０、電気貯蔵デバイス８０、および
電子モジュール９０は、皿１００の底部領域内に配設されてもよい（例えば埋め込む）。
別の実施形態では、加熱冷却システム５５は、皿１００に取外し式に取付け可能であるモ
ジュール内に収容されてもよい。この実施形態では、加熱冷却要素６０および絶縁部材７
０は、取外し式モジュールの一部であってもよく、または、取外し式モジュールの一部で
はなく、プレート内に配設されてもよい。
【００１３】
　一実施形態において、加熱冷却要素６０は、ベース部２０の底面２０ｂに隣接して配設
された（例えば底面２０ｂに接着または別の形で固定される）加熱器もしくは加熱ワイヤ
であってもよく、この場合、加熱器ワイヤが熱くなり、ベース部２０を通じた伝導によっ
てベース部２０の上面２０ａに熱を伝える（例えば、ベース部２０の温度が周囲温度を上
回るように上昇させて、皿１００上の食品を、所望の温度でまたは所望の温度範囲内など
に暖かく保つ）ことができる。絶縁部材７０は、板状のものであってもよく、加熱冷却要
素６０が絶縁部材７０とベース部２０の間に間置されるように加熱冷却要素６０の近位に
配設されてもよい。一実施形態において、絶縁部材は、セラミック板であってもよい。し
かし、他の実施形態では、絶縁部材７０は、断熱性である他の適切な材料から作製するこ
ともできる。さらに他の実施形態では、絶縁部材７０が排除されてもよい。
【００１４】
　引き続き図２を参照すると、一実施形態において、１つまたは複数のエネルギー貯蔵デ
バイス８０は、充電式電池などの電池であってもよい。例えば、１つまたは複数のエネル
ギー貯蔵デバイス８０は、リチウムイオン（Ｌｉ－イオン）電池またはリチウムポリマー
（Ｌｉ－ポリマー）電池であってもよい。しかし、エネルギー貯蔵デバイス８０が電池で
ある他の実施形態では、電池は、他の適切なタイプ（例えば鉛酸、ニッケルカドミウム、
ニッケル水素）でもよい。別の実施形態では、１つまたは複数のエネルギー貯蔵デバイス
８０はコンデンサであってもよい。１つまたは複数のエネルギー貯蔵デバイス８０は、加
熱冷却要素６０に電気的に接続することができ、皿１００の少なくとも一部を加熱または
冷却するために加熱冷却要素６０に電力を供給するように構成することができる。
【００１５】
　電子モジュール９０は、底部４０の上面４４に取り付けられてもよく、１つまたは複数
のエネルギー貯蔵デバイス８０に電気的に接続されてもよい。一実施形態において、電子
モジュール９０は、ワイヤレス電力レシーバ９２、制御回路素子９４（例えばコントロー
ラ回路）、および１つまたは複数のエネルギー貯蔵デバイス８０を充電するための充電器
９６（例えば充電回路）の１つまたは複数を含んでいてもよい。一実施形態において、ワ
イヤレス電力レシーバ９２は、１つまたは複数のエネルギー貯蔵デバイス８０に接続され
た電池充電器９６に電気的に接続され、１つまたは複数のエネルギー貯蔵デバイス８０は
、コントローラ回路９４を通じて加熱冷却要素６０に電気的に接続される。制御回路素子
は、１つまたは複数のエネルギー貯蔵デバイス８０の充電を管理するために使用されても
よい。別の実施形態では、例えば以下でさらに論じるように、エネルギー貯蔵デバイス８
０が排除される場合、ワイヤレス電力レシーバ９２が加熱冷却要素６０に直接電気的に接
続されてもよい。制御回路素子９４が、加熱冷却要素６０に送られた電力を管理するよう
に動作してもよい。
【００１６】
　一実施形態において、キャビティ５０内の加熱冷却システム５５にアクセスできるよう
に、底部４０が皿１００に取外し式に取り付けられていてもよい。例えば、底部４０は、
ねじ、底部４０と皿１００の間のねじ切りされた接触面、および圧入連結などを用いて皿
１００に機械的に結合されてもよい。１つまたは複数のエネルギー貯蔵デバイス８０の取
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換えおよび加熱冷却システム５５の保全作業を可能にするために、底部４０が取り外され
てもよい。一実施形態において、加熱冷却システム５５にアクセスするために、底部４０
は、皿１００に取外し式に取り付けできる（例えば皿１００にねじ込まれるまたはねじで
締め付けられる）耐水蓋であってもよい。別の実施形態において、底部４０は、１つまた
は複数のエネルギー貯蔵デバイス８０にアクセスするために皿１００に取外し式に取付け
可能であることができる（例えば皿１００にねじ込まれるまたはねじで締め付けられる）
耐水蓋であってもよい。さらに別の実施形態では、エネルギー貯蔵デバイス８０は、皿１
００の底部上に取り付けられた（例えばねじ込まれる、スナップ嵌合される、ねじで止め
られる）パック内に存在していてもよく、この場合、パックの電気接点は、皿１００の底
部上の電気接点の組と接触する。
【００１７】
　引き続き図３を参照すると、充電ベース２００は、上面２２２および底面２２４を有す
る突出隆起領域２２０を備えていてもよい。ワイヤレス電力トランスミッタ２４０が、底
面２２４に取り付けられていてもよい。突出領域２２０は、好ましくは、上面２２２が底
部４０の底面に隣接するように皿１００内の凹部１６内に少なくとも部分的に嵌合するよ
うに形成されサイズ設定されていてもよい。ワイヤレス電力トランスミッタ２４０とワイ
ヤレス電力レシーバ９２の間の無線式の電力伝送を行い易くするために、突出領域２２０
は、有利には、電子モジュール９０をワイヤレス電力トランスミッタ２４０上にほぼ位置
合わせするように、凹部１６内に少なくとも部分的に嵌合する。別の実施形態では、皿１
００が突出部を有し、充電ベース２００が凹状部を有していてもよく、この場合、突出部
は、皿１００が充電ベース２００に結合されたときに凹状部内に少なくとも部分的に嵌合
する。ワイヤレス電力トランスミッタ２２０は、電源コード（図示せず）を介して、壁コ
ンセントなどの電源（図示せず）に電気的に接続することができる。
【００１８】
　一実施形態において、ワイヤレス電力トランスミッタ２４０は誘導コイルであってもよ
く、ワイヤレス電力レシーバ９２もまた誘導コイルであってもよい。したがって、一実施
形態において、充電ベース２００は、誘導結合によって電力トランスミッタ２４０からワ
イヤレス電力レシーバ９２に電力を無線式に伝送することができる。しかし、ワイヤレス
電力トランスミッタ２４０からワイヤレス電力レシーバ９２への電力の伝送は、誘導結合
に限定されない。他の実施形態では、短距離の無線式エネルギー伝達の他の形態（例えば
マイクロ波エネルギー）を使用することができる。さらに以下で論じるさらに他の実施形
態において、充電ベースを使用せずに、長距離の無線式エネルギー伝達を使用して電力を
ワイヤレス電力レシーバ９２に伝送することができる。
【００１９】
　一実施形態において、加熱冷却システム５５の部分のいずれの部分も露出されないよう
に、またはユーザが皿１００を保持している間接触できないように、加熱冷却システム５
５は、有利には、皿１００の本体内に埋め込まれまたは収容される。したがって、皿１０
０は、有利には、例えばシンクまたは食洗機内で、加熱冷却システム５５を水または液体
に露出させずに前記水または他の液体に露出させることができ、それによって、加熱冷却
システム５５への損傷が抑制される。加えて、すべての構成要素が皿１００の本体内に埋
め込まれるまたは収容されることにより、皿１００は、従来の皿に見えるように見栄えが
美しいものになる。
【００２０】
　図３Ａ～図３Ｂは、加熱冷却皿１００’’’の別の実施形態を示している。加熱冷却皿
１００’’’は、加熱冷却皿１００に類似するものであり、以下で指摘するものを除いて
、加熱冷却皿１００と同じ構成要素を有することができる。したがって、加熱冷却皿１０
０’’’のさまざまな構成要素を示すために使用される参照番号は、「’’’」が参照番
号に加えられることを除いて、図１～図３の加熱冷却皿１００の対応する構成要素を特定
するのに使用されるものと同一である。
【００２１】
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　図３Ａおよび図３Ｂに示す別の実施形態では、皿１００’’’は、皿１００’’’の底
部４０’’’の底面４２’’’などの皿１００’’’の外面上に、１つまたは複数の耐食
電気接点４６’’’を含んでいてもよく、この場合、電気接点は、皿１００’’’が充電
ベース２００’’’上に置かれたとき、充電ベース２００’’’上の（例えば充電ベース
２００’’’の突出領域２２０’’’の上面２２２’’’上の）対応する電気接点２４６
’’’と接触するようにサイズ設定されて設けられており、それにより、電力が、充電ベ
ース２００’’’から電気接点４６’’’、２４６’’’を通って、皿１０００’’’内
のエネルギー貯蔵デバイス８０’’’、加熱冷却要素６０’’’、および／または電子モ
ジュール９０’’’に伝送されるようになっている。一実施形態において、皿１００’’
の電気接点は、電気柱などの皿１００’’’の表面から突出していてもよい。図３Ａに示
す別の実施形態では、皿１００’’’の電気接点４６’’’は、充電ベース２００’’’
の上面２２２’’上の、ピン接点２４６’’’などの対応する接点と接触してもよく、皿
１００’’’の底部４０’’’の底面４２’’’上の１つまたは複数の接点パッドであっ
てもよい。しかし、皿１００’’’および充電ベース２００’’’上の電気接点は、他の
適切な構成を有していてもよい。図３Ａおよび図３Ｂに示すように、皿１００’’’は、
皿１００’’’の底面に（例えば、皿１００’’’の底部４０’’’の底面４２’’’に
形成された）スロット４８’’’を有していてもよく、このスロットは、充電ベース２０
０’’’上のピンまたはキー２４８’’’を受け入れるようにサイズ設定されて設けられ
ている。スロット４８’’’およびピンまたはキー２４８’’’は、皿１００’’’の電
気接点４６’’’が充電ベース２００’’’の電気接点２４６’’’と容易に位置合わせ
することを可能にする皿１００’’’の時計式外観（ｃｌｏｃｋｉｎｇ　ａｓｐｅｃｔ）
をもたらす。しかし、別の実施形態では、スロットは、充電ベース２００’’’に形成さ
れていてもよく、ピンまたはキーが、皿１００’’’の底部に形成されていてもよい。電
気接点およびスロット／キー構成のこの形状はまた、以下で論じるマグ４００および移動
用マグ６００などの他の飲料用食器、食卓用食器、または給仕用食器の装置に適用しても
よい。
【００２２】
　別の実施形態では、非防水モジュール内に加熱冷却システム５５を収容してもよく、こ
の非防水モジュールは、皿１００を加熱または冷却するために、皿１００に取外し式に取
り付けられてもよい（例えば、皿１００にねじ込み式に結合させる、またはモジュールが
皿１００の底部に捩じって入れられる場合はピン／スロット組立体によって結合させる）
。この実施形態では、皿１００が洗われるとき、加熱冷却モジュールを、皿１００が洗わ
れる前に（例えば食洗機に置かれる前に）皿１００から結合解除することができる。加熱
冷却モジュールは、次いで、後の使用のために対応する充電ステーション上に置くことが
でき、その後、加熱冷却モジュールを皿１００に再度結合して皿１００上の食品を加熱ま
たは冷却することができる。上記で説明した実施形態は、他の形態の食卓用食器（例えば
マグ、カップ、給仕用盛り皿）に適用することができる。
【００２３】
　別の実施形態では、充電ベース２００が排除され、以下でさらに論じるように、長距離
のワイヤレス式エネルギー伝送を用い遠隔電力トランスミッタによって、電力がワイヤレ
ス電力レシーバ９２に伝送されてもよい。加熱冷却皿１００がエネルギー貯蔵デバイス８
０などのエネルギー貯蔵デバイスを有さないこの実施形態では、制御回路９４（加熱冷却
要素６０に供給される電力量を制御するように動作可能である）を介して加熱冷却要素６
０がワイヤレス電力レシーバ９２に電気的に接続される。動作中、皿１００が無線式電力
伝送の範囲外となった場合、加熱冷却要素６０は電力を失い、停止する。例えば、この実
施形態では、皿１００が、充電ベース２００などの充電ベース上にない場合、または遠隔
ワイヤレス電力トランスミッタからの電力伝送の範囲外になる場合、皿１００内の加熱冷
却要素６０は電力を失い、停止する。
【００２４】
　図４および図５は、食器棚などの戸棚内、調理台上または食料庫内に格納することがで
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きる充電スタンド３００の一実施形態を示している。充電スタンド３００は、複数の充電
ベース２２０’を有していてもよく、その各々は、連結支持体２３０’によって充電スタ
ンド３００の後壁３２０に取り付けられていてもよい。充電スタンド３００はまた、充電
ベース２２０’の両側にアーム３１０の対を有することもでき、各アーム３１０は、皿１
００の壁１０の少なくとも一部分と接触するものであってもよく、かつ皿１００を充電ベ
ース２２０’上に支持するのに役立つ表面３１２を有していてもよい。充電ベース２２０
’の各々は、その中に配設されるワイヤレス電力トランスミッタ２４０などのワイヤレス
電力トランスミッタを有することができ、このワイヤレス電力トランスミッタ２４０は、
充電ベース２２０’上に置かれた加熱冷却皿１００内のワイヤレス電力レシーバに電力を
伝送することができる。充電スタンド３００は、充電ベース２２０’内のワイヤレス電力
トランスミッタを電源と電気的に接続させるために、スタンドを、例えば壁コンセントに
接続する電源コード（図示せず）を有していてもよい。
【００２５】
　別の実施形態では、充電スタンド３００を排除し、皿１００を互いの上に積み重ねても
よく、このとき単一の充電ベースがその積み重ねの底部に置かれる（例えば図３の充電ベ
ース２００）。この実施形態では、各皿１００内の電子モジュール９０に、中継器回路が
含まれていてもよく、この中継器回路は、（皿１００の内側の）ワイヤレス電力レシーバ
９２から入る電力を受け取り、次いで同じ皿１００の内側の底面２０ｂのすぐ下に装着さ
れるワイヤレス電力トランスミッタ（図示せず）を励起する。この実施形態では、別の皿
がこの皿１００の上部に積み重ねられたとき、上部の皿は、その真下にある皿１００内に
位置するワイヤレス電力トランスミッタから電力を受け入れることができる。このように
して、いくつかの皿が互いの上部に積み重ねられたとき、各皿は、その下の皿からワイヤ
レス式に電力を受け入れ、電力をその上方の皿に伝送する。一実施形態において、エネル
ギー貯蔵デバイスは皿１００（または以下で論じるマグ４００または移動用マグ６００）
から排除され、そのためワイヤレス電力レシーバは、加熱冷却要素に電気的に接続され得
る。これにより、皿１００の積み重ねを１つのスタンド上に配置することが可能になる。
【００２６】
　図６は、加熱冷却皿１００’の別の実施形態を示している。加熱冷却皿１００’は、加
熱冷却皿１００に類似するものであり、以下で指摘するものを除いて、加熱冷却皿１００
と同じ構成要素を有することができる。したがって、加熱冷却皿１００’のさまざまな構
成要素を示すために使用される参照番号は、「’」が参照番号に加えられることを除いて
、図１～３の加熱冷却皿１００の対応する構成要素を特定するのに使用されるものと同一
である。
【００２７】
　図示する実施形態では、加熱冷却皿１００’は、加熱冷却要素（加熱または冷却を行う
）６０’を有しており、その要素６０’は、皿１００’のベース部２０’の上面２０ａ’
の少なくとも一部分にトレースされたまたは敷かれたトレースパターンを含んでいる。例
えば、トレースパターンは、上面２０ａ’上にスクリーン印刷可能であるし、また、加熱
冷却要素６０’とエネルギー貯蔵デバイス８０、ワイヤレス電力レシーバ９２および／ま
たは制御回路素子９４とを電気的に接続する接続部（図示せず）を有していてもよい。
【００２８】
　図７は、加熱冷却皿１００’’の別の実施形態を示している。加熱冷却皿１００’’は
、加熱冷却皿１００に類似するものであり、以下で指摘するものを除いて、加熱冷却皿１
００と同じ構成要素を有することができる。したがって、加熱される皿１００’’のさま
ざまな構成要素を示すために使用される参照番号は、「’’」が参照番号に加えられるこ
とを除いて、図１～３の加熱される皿１００の対応する構成要素を特定するのに使用され
るものと同一である。
【００２９】
　図示する実施形態では、加熱冷却皿１００’’内のキャビティ５０’’は、絶縁部材７
０によって、底部４０と絶縁部材７０の間の第１のキャビティ５０ａと、絶縁部材７０と
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ベース部２０の間の第２のキャビティ５０ｂとに細分できる。第１のキャビティ５０ａ内
に、エネルギー貯蔵デバイス８０と電子モジュール９０とが配設される。絶縁部材７０は
、加熱冷却要素６０から離間されて置かれそれにより第２のキャビティ５０ｂが形成され
るように、底部４０とベース部２０との間に画定された棚部１０ａに配置されている。図
示する実施形態では、第２のキャビティ５０ｂは真空下にあり、この真空により、有利に
は、エネルギー貯蔵デバイス８０および電子モジュール９０は、加熱冷却要素６０からさ
らに断熱される。加えて、真空下の第２のキャビティ５０ｂを有することにより、有利に
は、第２のキャビティ５０ｂ内の真空が皿１００’’の底部からの熱伝達を抑制し、それ
により、ベース部２０の上面２０ａがその温度をより長い時間の間保つことが可能になる
。図示する実施形態では、第１および第２のキャビティ５０ａ、５０ｂの間に延びるコネ
クタ（例えば第１および第２のキャビティ５０ａ、５０ｂの側壁に印刷されたトレース線
）（図示せず）を介して、加熱冷却要素６０が１つまたは複数のエネルギー貯蔵デバイス
８０に電気的に接続されていてもよい。
【００３０】
　図８～図９は加熱冷却マグ４００を示しており、この加熱冷却マグ４００は、側面４１
２ａを有する周壁４１２と、ハンドル４１４と、上面４２０ａを有するベース部４２０と
を備えており、ここで、側面４１２ａおよび上面４２０ａが、液体または固体の（例えば
コーヒー、スープ、アイスクリーム）を保持することができるキャビティ４１８を画定し
ている。加熱冷却マグ４００は、底縁４１６ａとベース部４２０の間に凹部４５０を画定
する底部４１９を優していてもよい。底部材（例えば皿）４４０は、底部４１９の棚部４
１９ａに配置可能であり、それによって底部材４４０とベース部４２０の間にキャビティ
４５０ａが画定される。図示する実施形態では、加熱冷却システム４５５は、キャビティ
４５０ａ内に配設する（例えば埋め込む）ことができる。加熱冷却システム４５５は、加
熱冷却要素４６０と、絶縁部材４７０と、１つまたは複数のエネルギー貯蔵デバイス４８
０と、電子モジュール４９０とを含むことができ、これらの構成要素は、加熱冷却皿１０
０に関連付けて上記で説明したのと同じようにして配置および接続させることができる。
別の実施形態では、絶縁部材４７０を排除することができる。
【００３１】
　加熱冷却要素４６０は、ベース部４２０からベース部４２０の上面４２０ａに熱を伝導
するために、ベース部４２０の底面４２０ｂに隣接させて配設することができる。一実施
形態では、加熱冷却要素４６０はまた、壁４１２の内部およびマグ４００の側面４１２の
後方に配設されてもよい。一実施形態において、加熱冷却要素４６０は、加熱器ワイヤま
たは加熱ワイヤであってもよい。別の実施形態において、加熱冷却要素４６０は、抵抗加
熱器であってもよい。しかし、他の実施形態において、加熱冷却要素４６０は、他の適切
な機構を含むことができる。
【００３２】
　電子モジュール４９０は、底部材４４０の上面４４４に取り付けられてもよく、ワイヤ
レス電力レシーバ４９２、制御回路素子４９４（例えばコントローラ回路）、および１つ
または複数のエネルギー貯蔵デバイス４８０を充電するための充電器４９６（例えば充電
回路）の１つまたは複数を含むものであってもよい。制御回路素子４９４は、加熱冷却要
素４６０に送られた電力を管理するように動作するものであってもよい。制御回路素子４
９４はまた、１つまたは複数のエネルギー貯蔵デバイス４８０の充電を管理するために使
用することもできる。一実施形態において、ワイヤレス電力レシーバ４９２は、エネルギ
ー貯蔵デバイス４８０に電気的に接続された電池充電器４９６に電気的に接続され、この
エネルギー貯蔵デバイス４８０は、さらに加熱冷却要素４６０に電気的に接続される。別
の実施形態において、（以下でさらに論じるように）エネルギー貯蔵デバイスが排除され
る場合、ワイヤレス電力レシーバ４９２は、加熱冷却要素４６０に電気的に接続すること
ができる。一実施形態において、加熱冷却システム４５５は、システム４５５のいずれの
部分も見えないように、完全に底部４１９内に配設されてもよい（すなわちマグ４００は
従来のマグのように見える）。別の実施形態において、加熱冷却要素４５５は、マグ４０
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０に取外し式に取付け可能であるモジュール内に収容することができる。
【００３３】
　引き続き図８～図９を参照すると、マグ４００の底部に凹部４１６が画定されるように
、縁４１６ａから軸方向に離れて底部４４０が配置されていてもよい。加熱冷却マグ４０
０用の充電ベース５００は、上面５２２を備えた隆起部５２０を含むことができ、この場
合、底部材４４０の底面４４２が隆起部５２０の上面５２２に隣接するように、隆起部５
２０は、充電ベース５００上に置かれたときにマグ４００が凹部４１６内に少なくとも部
分的に嵌合するように、サイズ設定され形成されていてもよい。充電ベースは、隆起部５
２０の底面５２４に取り付けられたワイヤレス電力トランスミッタ５４０を含むことがで
き、この場合、ワイヤレス電力トランスミッタ５４０は、ワイヤレス電力トランスミッタ
５４０とワイヤレス電力レシーバ４９２との間の（例えば、上述したような誘導結合など
の短距離の無線式エネルギー伝達による）無線方式の電力伝送を容易にするために、マグ
４００が充電ベース５００上に配置されたときに電子モジュール４９０とほぼ位置合わせ
するように底面５２４上に配置される。別の実施形態において、マグ４００はその底部に
突出部を有し、充電ベース５００は対応する凹部を有することができ、この場合、突出部
は、マグ４００が充電ベース５００に結合されたときに凹部内に嵌合する。ワイヤレス電
力トランスミッタ５４０は、壁コンセントなどの電源（図示せず）に、電源コード（図示
せず）を介して電気的に接続することができる。
【００３４】
　一実施形態において、底部材４４０は、キャビティ４５０ａ内の加熱冷却システム４５
５にアクセスすることを可能にするために、マグ４００に取外し式に取り付けられてもよ
い。例えば、底部材４４０は、（例えばねじ、底部材４４０とマグ４００間のねじ切りさ
れた接触面、圧入連結によって）マグ４００に機械的に結合させることができる。底部材
４４０は、１つまたは複数のエネルギー貯蔵デバイス４８０の取換えや加熱冷却システム
４５５の保全作業を行えるように、取り外すことができる。一実施形態において、底部材
４４０は、加熱冷却システム４５５にアクセスするためにマグ４００に取外し式に取付け
可能である（例えばマグ４００にねじ込まれるまたはねじで締め付けられる）耐水蓋とし
てもよい。別の実施形態において、底部材４４０は、１つまたは複数のエネルギー貯蔵デ
バイス４８０にアクセスするためにマグ４００に取外し式に取付け可能である（例えばマ
グ４００にねじ込まれるまたはねじで締め付けられる）耐水蓋としてもよい。さらに別の
実施形態において、エネルギー貯蔵デバイス４８０は、マグ４００の底部上に取り付けら
れる（ねじ込まれる、スナップ嵌合される、ねじで止められる）パック内に存在するもの
としてもよく、この場合、パックの電気接点が、マグ４００の底部上の電気接点の組と接
触する。
【００３５】
　別の実施形態において、充電ベース５００が排除されてもよく、以下でさらに論じるよ
うに、長距離の無線式エネルギー伝送を用いて遠隔電力トランスミッタによってワイヤレ
ス電力レシーバ４９２に電力が送られてもよい。この実施形態において、加熱冷却マグ４
００がまた、エネルギー貯蔵デバイス４８０などのエネルギー貯蔵デバイスを有さない場
合、加熱冷却要素４６０は、制御回路４９４を介してワイヤレス電力レシーバ４９２に電
気的に接続され、制御回路４９４は、加熱冷却要素４６０に供給される電力量を制御する
ように動作可能である。動作中、マグ４００が無線式の電力伝送の範囲外になる場合、加
熱冷却要素４６０は電力を失い、停止する。例えば、この実施形態において、マグ４００
が、充電ベース５００などの充電ベース上にない場合、または遠隔ワイヤレス電力トラン
スミッタからの電力伝送の範囲外になる場合、マグ４００内の加熱冷却要素４６０は電力
を失い、停止する。
【００３６】
　１つまたは複数のエネルギー貯蔵デバイス４８０は、その電力充電が無くなるまで長時
間にわたって加熱冷却要素４６０に電力を供給することができることが有利であり、それ
によって、有利には、マグ４００の内容物（例えば、スープ、コーヒー、アイスクリーム
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）はより長い時間の間熱くまたは冷たく保たれる。一実施形態において、エネルギー貯蔵
デバイス４８０は、加熱冷却要素４６０に少なくとも１５分間給電することができる。別
の実施形態において、エネルギー貯蔵デバイス４８０は、加熱冷却要素４６０に約３０分
から約６０分の間給電することができる。しかし、別の実施形態において、エネルギー貯
蔵デバイス４８０は、加熱冷却要素４６０に６０分を上回って給電してもよい。別の実施
形態において、電力レベル、または所望の温度は、加熱冷却要素４６０が動作する持続時
間をユーザが延ばすまたは短縮することによって（例えばスイッチによって）選択するこ
とができ、これは以下でさらに論じる。
【００３７】
　上述したように、一実施形態において、加熱冷却システム４５５は、加熱冷却システム
４５５のいずれの部分も露出されないように、またはユーザがマグ４００を保持する間接
触できないように、マグ４００の本体内に埋め込まれる（例えばマグ４００の底部４１９
内に埋め込まれる）ことが有利である。したがって、マグ４００は、有利には、例えばシ
ンクまたは食洗機内で、加熱冷却システム４５５を水または液体に露出させることなく前
記水または他の液体に露出させることができ、それによって、加熱冷却システム４５５へ
の損傷が抑制される。加えて、マグ４６０の本体内に埋め込まれることにより、マグ４６
０は、従来のマグに見えるように見栄えが美しいものになる。
【００３８】
　別の実施形態において、加熱冷却システム４５５は、非防水モジュール内に収容されて
いてもよく、非防水モジュールは、マグ４００を加熱または冷却するために、マグ４００
に取外し式に取り付けられてもよい（例えば、マグ４００にねじ込み式に結合させる、ま
たはモジュールがマグ４００の底部に捩じって入れられる場合はピン／スロット組立体に
よって結合させる）。この実施形態において、マグ４００が洗われるとき、加熱冷却モジ
ュールは、マグ４００が洗われる前に（例えば食洗機に置かれる前に）マグ４００から結
合解除することができる。加熱冷却モジュールは、次いで、後の使用のために対応する充
電ステーション上に置くことができ、その後、加熱冷却モジュールを再度マグ４００に結
合してマグ４００上の内容物を加熱または冷却することができる。
【００３９】
　別の実施形態において、マグ４００は、マグ４００の底部４４０の底面４４２などのマ
グ４００の外面に、１つまたは複数の耐食電気接点（図示せず）を含んでいてもよく、こ
うした電気接点は、マグ４００が充電ベース５００上に置かれたときに充電ベース５００
上の対応する電気接点（図示せず）と接触するようにサイズ設定され形成されていてもよ
い。一実施形態において、マグ４００の電気接点は、電気支柱のようなマグ４００の表面
から突出することができる。別の実施形態において、マグ４００の電気接点は、充電ベー
ス５００の上面５２２上の対応する接点パッド（図示せず）と接触することができる、マ
グ４００の底部４４０の底面４４２上の１つまたは複数の接点パッド（図示せず）として
もよい。しかし、マグ４００および充電ベース５００上の電気接点は、他の適切な形状を
有していてもよい。
【００４０】
　図９Ａは、加熱冷却マグ４００’の別の実施形態を示している。加熱冷却マグ４００’
は、加熱冷却マグ４００に類似するものであり、以下で指摘するものを除いて、加熱冷却
マグ４００と同じ構成要素を有することができる。したがって、加熱冷却マグ４００’の
さまざまな構成要素を示すために使用される参照番号は、「’」が参照番号に加えられる
ことを除いて、図８～９の加熱冷却マグ４００の対応する構成要素を特定するのに使用さ
れるものと同一である。
【００４１】
　図示する実施形態において、加熱冷却マグ４００’は、図９Ａに概略的に示される加熱
冷却要素４６０’を有することができる。一実施形態において、加熱冷却要素４６０’は
、図８～９に示す加熱冷却要素４６０などの加熱器ワイヤまたは加熱ワイヤであってもよ
い。別の実施形態において、加熱冷却要素４６０’は抵抗加熱器であってもよい。しかし
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、他の実施形態において、加熱冷却要素４６０’は他の適切な機構を含むことができる。
一実施形態において、加熱冷却要素４６０’は能動的冷却要素または受動的冷却要素であ
ってもよい。例えば、加熱冷却要素４６０’が受動的冷却要素である場合、加熱冷却要素
４６０’は、１つまたは複数のペルチェ素子がベース部４２０の底面４２０ｂと接触する
またはその近位にある熱電システムを含むことができる。加熱冷却要素４６０’が能動的
冷却要素である別の実施形態において、加熱冷却要素４６０’は、チャネル（図示せず）
がベース部４２０の底面４２０ｂに接触してまたはその近位に配設された冷却式流体循環
システムを含んでいてもよい。さらに別の実施形態において、加熱冷却要素４６０’は、
膨張チャネル（図示せず）がマグ４００’（または他の食卓用食器装置）の底部４１９の
内側にあるＦＲＥＯＮ（登録商標）冷却システムであってもよい。しかし、加熱冷却要素
４６０’は、他の適切な能動的冷却構成を含んでいてもよい。図示する実施形態は、加熱
冷却マグ４００’用のものであるが、加熱冷却要素４６０’はまた、（以下で論じる）皿
１００および移動用マグ６００などの任意の食卓用食器、飲料用食器または給仕用食器の
装置に組み込むことができる。一部の実施形態において、食卓用食器、飲料用食器または
給仕用食器の装置は、加熱冷却要素によって生成された熱を消散させるヒートシンク（例
えば１つまたは複数のフィン）を含むことができる。一実施形態において、ヒートシンク
は、食卓用食器、飲料用食器または給仕用食器の装置の本体に組み込むことができる。別
の実施形態において、ヒートシンクは、食卓用食器、飲料用食器または給仕用食器の装置
に取外し可能に取り付けられてもよい。加熱冷却要素４６０’は、食卓用食器、飲料用食
器または給仕用食器の装置を暖かくまたは冷たく保つように（例えば、食卓用食器、飲料
用食器または給仕用食器の装置の受入れ部の温度が周囲温度を上回るようにまたは下回る
ように上昇または下降させて、食品を暖かくまたは冷たく、例えば所望の温度または所望
の温度範囲などに保つように）動作することができる。
【００４２】
　図１０～図１２は、マグ４００に対して上記で説明された同じ特徴の一部を組み込む、
移動用コーヒーマグなどの移動用マグ６００の一実施形態を示している。図示する実施形
態において、移動用マグ６００は、外側の周壁６１０、ハンドル６１２、および底部６４
０を有し、この場合、底部６４０は、一部の実施形態において、外側の周壁６１０の遠位
端部に取外し式に取り付けられていてもよい。図示する実施形態では、移動用マグ６００
は、近位部６２２からベース部６２６まで延び、ベース部６２６に隣接する遠位部６２４
を有する、内側の周壁６２０を有している。内側の周壁６２０は、液体（例えばコーヒー
、茶）を保持するための室Ｃ（例えば受入れ部）を画定している。
【００４３】
　内側の周壁６２０は、その近位部６２２のところで外側の周壁６１０の近位端部６１２
ａに取り付けられていてもよい。図１０に示すように、内側の周壁６２０は、内側の周壁
６２０と外側の周壁６１０の間に環状隙間６２８を画定するように外側の周壁６１０に対
して形成されていてもよい。加えて、内側の周壁６２０のベース部６２６は、底部６４０
から離間して置かれ、それによってそれらの間にキャビティ６３０を画定し、この場合キ
ャビティ６３０は、環状隙間６２８と連通している。カバー６７０は、開口部Ｏをほぼ封
止するために内側の周壁６２０内の開口部Ｏを覆って取外し式に配設することができる。
【００４４】
　引き続き図１０～図１１を参照すると、移動用マグ６００は、キャビティ６３０内に配
設された加熱または冷却システム６５５を有することができる。一実施形態において、加
熱冷却システムは、加熱冷却要素６６０、１つまたは複数のエネルギー貯蔵デバイス６８
０、および電子モジュール６９０を含むことができ、この場合、これらの構成要素は、加
熱冷却皿１００および加熱冷却マグ４００に関連付けて上記で説明したのと同じように、
配置および接続させることができる。加熱冷却要素６６０は、内側の周壁６２０の遠位部
６２４に隣接させて配設することができる。図示する実施形態では、加熱冷却要素６６０
は、遠位部６２４の周りに、遠位部６２４の場所の内側の周壁６２０の外面６２０ａと接
触させて巻き付けることができ、それによって内側の周壁６２０の遠位部６２４から室Ｃ
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内の液体内に熱を伝導する。電子モジュール６９０は、底部６４０の上面６４４に取り付
けることができ、ワイヤレス電力レシーバ６９２、制御回路素子６９４（例えばコントロ
ーラ回路）および１つまたは複数のエネルギー貯蔵デバイス６８０を充電するための充電
器６９６（例えば充電回路）の１つまたは複数を含むことができる。制御回路素子６９４
は、加熱冷却要素６６０に送られた電力を管理するように動作することができる。制御回
路素子はまた、１つまたは複数のエネルギー貯蔵デバイス６８０の充電を管理するために
使用されてもよい。別の実施形態では、上述した絶縁部材７０、４７０などの絶縁部材が
、加熱冷却要素６６０を電子モジュール６９０から熱的に分離するために内側の周壁６２
０のベース部６２６と電子モジュール６９０の間に配設されてもよい。
【００４５】
　一実施形態において、ワイヤレス電力レシーバ６９２が、エネルギー貯蔵デバイス６８
０に電気的に接続された電池充電器６９６に電気的に接続され、そのエネルギー貯蔵デバ
イス６８０は、さらに加熱冷却要素６６０に電気的に接続される。別の実施形態では、エ
ネルギー貯蔵デバイス６８０が排除される場合、ワイヤレス電力レシーバ６９２は、加熱
冷却要素６６０に電気的に接続されてもよい。一実施形態において、加熱冷却システム６
５５は、システム６５５のいずれの部分も見えないように完全にキャビティ６３０内に配
設される（すなわち移動用マグ６００は従来の移動用マグのように見える）。
【００４６】
　一実施形態において、キャビティ６３０内の加熱冷却システム６５５にアクセスするこ
とを可能にするために、底部６４０が移動用マグ６００に取外し式に取り付けられてもよ
いよい。例えば、底部６４０は、（例えばねじ、底部６４０と移動用マグ６００間のねじ
切りされた接触面、圧入連結によって）移動用マグ６００に機械的に結合させることがで
きる。底部６４０は、１つまたは複数のエネルギー貯蔵デバイス６８０の取り換えおよび
加熱冷却システム６５５の保全作業を可能にするために取り外すことができる。一実施形
態において、底部６４０は、加熱冷却システム６５５にアクセスするために移動用マグ６
００に取外し式に取付け可能である（例えば移動用マグ６００にねじ込まれるまたはねじ
で締め付けられる）耐水蓋としてもよい。別の実施形態では、底部６４０は、１つまたは
複数のエネルギー貯蔵デバイス６８０にアクセスするために移動用マグ６００に取外し式
に取付け可能である（例えば移動用マグ６００にねじ込まれるまたはねじで締め付けられ
る）耐水蓋としてもよい。さらに別の実施形態では、エネルギー貯蔵デバイス６８０は、
移動用マグ６００の底部または側部に取り付けられる（例えばねじ込まれる、スナップ嵌
合される、ねじで止められる）パック内に存在することができ、この場合、パックの電気
接点は、移動用マグ６００の底部または側部の電気接点の組と接触してもよい。
【００４７】
　引き続き図１０～図１２を参照すると、移動用マグ６００用の充電ベース７００は、ベ
ース部７２０と、凹部７１０とを含んでいてもよく、この場合、凹部７１０は、移動用マ
グ６００が充電ベース７００上に置かれたときに底部６４０の底面６４２がベース部７２
０に隣接するように、凹部７１０内に移動用マグ６００の遠位部を少なくとも部分的に受
け入れるようにサイズ設定され形成されていてもよい。充電ベース７００は、充電ベース
２００、５００に関連付けて上述したのと同じようにしてベース部７２０の底面に取り付
けられたワイヤレス電力トランスミッタ（図示せず）を含んでいてもよい。ワイヤレス電
力トランスミッタは、ワイヤレス電力トランスミッタとワイヤレス電力レシーバ６９２の
間の（例えば上述したような誘導結合などの短距離のワイヤレス式エネルギー伝達による
）ワイヤレス式の電力伝送を容易するために、移動用マグ６００が充電ベース７００上に
配置されたときに電子モジュール６９０とほぼ位置合わせするようにベース部７２０の底
面上に配置されている。別の実施形態では、移動用マグ６００が凹部を有していてもよく
、充電ベース７００は、移動用マグ６００が充電ベース７００に結合されたときに、移動
用マグ６００のその凹部内に少なくとも嵌合することができる対応の突出部分を有するも
のであってもよい。ワイヤレス電力トランスミッタは、壁コンセントなどの電源（図示せ
ず）に電源コード（図示せず）を介して電気的に接続することができる。
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【００４８】
　別の実施形態では、充電ベース７００を排除することができ、電力は、以下でさらに論
じるように長距離のワイヤレス式エネルギー伝送を用いて遠隔電力トランスミッタによっ
てワイヤレス電力レシーバ６９２に伝送することができる。移動用マグ６００がエネルギ
ー貯蔵デバイス６８０などのエネルギー貯蔵デバイスを有さないこの実施形態では、加熱
冷却要素６６０は、制御回路６９４を介してワイヤレス電力レシーバ６９２に電気的に接
続され、制御回路６９４は、加熱冷却要素６６０に供給される電力量を制御するように動
作可能である。動作中、移動用マグ６００が、ワイヤレス式の電力伝送の範囲外になった
場合、加熱冷却要素６６０は電力を失い、停止する。例えば、この実施形態では、移動用
マグ６００が、充電ベース７００などの充電ベース上にない場合、または遠隔ワイヤレス
電力トランスミッタからの電力伝送の範囲外になる場合、移動用マグ６００内の加熱冷却
要素６６０は電力を失い、停止する。さらに別の実施形態では、移動用マグ６００または
皿１００またはマグ４００が、加熱冷却要素６０、４６０、６６０に電気的に接続された
１つまたは複数のエネルギー貯蔵デバイス８０、４８０、６８０を含むことができ、電子
モジュール９０、４９０、６９０は、移動用マグ６００、皿１００、またはマグ４００が
遠隔ワイヤレス電力トランスミッタからの電力伝送の範囲外になったとき、（例えば制御
回路９４、４９４、６９４を介して）電池電力に切り替えることができ、それにより、加
熱冷却要素６０、４６０、６６０が、引き続き、移動用マグ６６０、皿１００、またはマ
グ４００の内容物を一定時間加熱または冷却することができる。
【００４９】
　上述した実施形態と同様に、加熱冷却要素６６０は、一実施形態において、加熱器ワイ
ヤまたは加熱ワイヤであってもよい。別の実施形態では、加熱冷却要素６６０は、抵抗加
熱器であってもよい。しかし、他の実施形態では、加熱冷却要素６６０は、他の適切な機
構を含むことができる。一実施形態において、加熱冷却要素６６０は、能動的冷却要素ま
たは受動的冷却要素であってもよい。例えば、加熱冷却要素６６０が受動的冷却要素であ
る場合、加熱冷却要素６６０は、１つまたは複数のペルチェ素子を備えた熱電システムを
含むことができる。加熱冷却要素６６０が能動的冷却要素である別の実施形態では、加熱
冷却要素６６０は、冷却式流体循環システムを含んでいてもよく、このシステムは、内側
の周壁６２０の遠位部６２４に接触してまたはその近位にチャネル（図示せず）が配設さ
れたものであってもよい。さらに別の実施形態では、加熱冷却要素６６０は、膨張チャネ
ルが移動用マグ６００（または他の食卓用食器装置）の底部の内側にあるＦＲＥＯＮ（登
録商標）冷却システムであってもよい。しかし、加熱冷却要素６６０は、他の適切な能動
的冷却構成を含むことができる。
【００５０】
　１つまたは複数のエネルギー貯蔵デバイス６８０は、有利には、その電力充電が無くな
るまで長時間にわたって加熱冷却要素６６０に電力を供給することができ、それによって
有利には、移動用マグ６００の内容物（例えばコーヒー、ソフトドリンク）は長時間にわ
たって（例えばユーザが通勤する間）熱くまたは冷たく保たれる。一実施形態において、
エネルギー貯蔵デバイス６８０は、加熱冷却要素６６０に少なくとも１５分間給電するこ
とができる。別の実施形態では、エネルギー貯蔵デバイス６８０は、加熱冷却要素６６０
に約３０分から約６０分の間給電することができる。しかし、別の実施形態では、エネル
ギー貯蔵デバイス６８０は、加熱冷却要素６６０に６０分を上回って給電することができ
る。
【００５１】
　図示する実施形態では、移動用マグ６００は、１つまたは複数の電気的ライン（図示せ
ず）を介して電子モジュール６９０に電気的に接続されたユーザインターフェース６９５
を含んでいる。一実施形態において、電気的ラインは、内側の周壁６１０の内面６１０ａ
上にスクリーン印刷されたトレースパターンを含み、ユーザインターフェース６９５と電
子モジュール６９０の間を延びることができる。別の実施形態では、電気的ラインは、１
本または複数本の標準的な電気ワイヤを含むことができる。ユーザインターフェース６９
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５は、ユーザが加熱冷却システム６５５の所望の制御をもたらすように作動させることが
できる、ボタンなどの１つまたは複数のユーザ選択部材６９５ａを含むことができる。例
えば、ユーザ選択部材６９５ａの１つは、（ユーザが、移動用マグの内容物を加熱または
冷却し続けることを望まない場合）加熱冷却要素６６０をオフにするために使用すること
ができる。別の実施形態では、ユーザ選択部材６９５ａの１つまたは複数は、移動用マグ
６００内の液体に所望の温度をもたらすよう加熱冷却要素６６０を制御するために使用さ
れてもよい。さらに別の実施形態では、ユーザ選択部材６９５ａの少なくとも１つは、加
熱冷却要素６６０への電力をオフにすべきときに合わせてタイマーを設定するために使用
されてもよい。しかし、ユーザ選択部材６９５ａは、加熱冷却要素６６０の動作の他のパ
ラメータを制御するのに使用されてもよい。例えば、加熱冷却要素６６０は、ユーザ選択
部材６９５ａによって設定することができる複数の電力設定値を有することができる。高
い電力設定値に設定されたとき、加熱冷却要素６６０は、電力貯蔵要素６８０が加熱冷却
要素６６０に給電できなくなるまで、より短い時間動作する。低い電力設定値に設定され
たとき、加熱冷却要素６６０は、電力貯蔵要素６８０が加熱冷却要素６６０に給電できな
くなるまで、より長い時間動作する。別の実施形態では、温度レベルは、ユーザインター
フェース６９５上の調整可能なサーモスタットによってユーザが選択することができる。
サーモスタットは、有利には、移動用マグ６６０内の内容物を指定された温度または指定
された温度範囲内に保つ目的で移動用マグ６６０（または他の食卓用食器または飲料用食
器の装置）内の加熱冷却要素６６０を制御するために、ユーザによって、複数の温度設定
値のうちの１つに調整されてもよい。
【００５２】
　上述したように、一実施形態において、加熱冷却システム６５５は、有利には、加熱冷
却システム６５５のいずれの部分も露出されないように、または移動用マグ６００を保持
する間ユーザが接触できないように、移動用マグ６００の本体内に収容される（例えばキ
ャビティ６３０内に収容される）。したがって、移動用マグ６００は、有利には、例えば
シンクまたは食洗機内で、加熱冷却システム６５５を水または液体に露出させずに前記水
または他の液体に露出させることができ、その結果、加熱冷却システム６５５への損傷が
抑制される。加えて、移動用マグ６６０の本体内に収容されることにより、移動用マグ６
６０は、従来の移動用マグに見えるように見栄えが美しいものになる。別の実施形態では
、移動用マグ６００は、上記でマグ４００に関連付けて論じたように、マグ６００の外面
上に１つまたは複数の電気接点（例えば電気柱、接点パッド）を含むことができ、この場
合、電気接点は、移動用マグ６００が充電ベース７００上に置かれたときに充電ベース７
００上の対応する電気接点（図示せず）と接触するようにサイズ設定され形成されてもよ
い。
【００５３】
　別の実施形態では、加熱冷却システム６５５は、非防水モジュール内に収容することが
でき、非防水モジュールは、移動用マグ６００を加熱または冷却するために、移動用マグ
６００に取外し式に取り付ける（例えば、移動用マグ６００にねじ込み式に結合させる、
またはモジュールが移動用マグ６００の底部に捩じって入れられる場合はピン／スロット
組立体によって結合させる）ことができる。この実施形態では、移動用マグ６００が洗わ
れるとき、加熱冷却モジュールは、移動用マグ６００が洗われる前に（例えば食洗機に置
かれる前に）結合解除することができる。加熱冷却モジュールは、次いで、後の使用のた
めに対応する充電ステーション上に置くことができ、その後、加熱冷却モジュールを再度
移動用マグ６００に結合して移動用マグ６００上の食品を加熱または冷却することができ
る。
【００５４】
　図１３は、加熱冷却移動用マグ６００’の別の実施形態を示している。加熱冷却移動用
マグ６００’は、加熱冷却移動用マグ６００に類似するものであり、以下で指摘するもの
を除いて、加熱冷却移動用マグ６００と同じ構成要素を有することができる。したがって
、加熱冷却移動用マグ６００’のさまざまな構成要素を示すために使用される参照番号は
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、「’」が参照番号に加えられることを除いて、図１０～１２の加熱冷却移動用マグ６０
０の対応する構成要素を特定するのに使用されるものと同一である。
【００５５】
　図示する実施形態では、加熱冷却移動用マグ６００’は加熱冷却要素６６０’を有し、
その要素６６０′は、内側の周壁６２０’の遠位部６２４’の内面６２０ｂ’の少なくと
も一部分上にトレースされたまたは敷かれたトレースパターンを含む。例えば、トレース
パターンは、内面６２０ｂ’上にスクリーン印刷可能であり、加熱冷却要素６６０’をエ
ネルギー貯蔵デバイス６８０またはワイヤレス電力レシーバ６９２に電気的に接続する接
続部（図示せず）を有することができる。
【００５６】
　図１４は、加熱冷却移動用マグ６００’’の別の実施形態を示している。加熱冷却移動
用マグ６００’’は、加熱冷却移動用マグ６００に類似するものであり、以下で指摘する
ものを除いて、加熱冷却移動用マグ６００と同じ構成要素を有することができる。したが
って、加熱冷却移動用マグ６００’のさまざまな構成要素を示すために使用される参照番
号は、「’’」が参照番号に加えられることを除いて、図１０～１２の加熱冷却移動用マ
グ６００の対応する構成要素を特定するのに使用されるものと同一である。
【００５７】
　図示する実施形態では、加熱冷却移動用マグ６００’’内のキャビティ６３０’’は、
外側の円筒状壁６１０のベース部６１４’’および隣接する上壁６１６’’によって、底
部６４０’’と上壁６１６’’の間の第１のキャビティ６３０ａと、外側の円筒状壁６１
０’’のベース部６１４’’と環状隙間６２８’’の間の第２のキャビティ６３０ｂとに
細分割することができる。エネルギー貯蔵デバイス６８０および電子モジュール６９０は
、第１のキャビティ６３０ａ’’内に配設される。図示する実施形態では、第２のキャビ
ティ６３０ｂ’’は真空下にあり、この真空により、有利には、エネルギー貯蔵デバイス
６８０および電子モジュール６９０は、加熱冷却要素６６０からさらに断熱される。加え
て、真空下の第２のキャビティ６３０ｂ’’を有することにより、有利には、第２のキャ
ビティ６３０ｂ’’内の真空が外側の円筒状壁６１０’’およびベース部６１４’’から
の熱伝達を抑制するため、内側の周壁６２０の内面６２０ｂがその温度をより長い時間の
間保つこと、したがって室Ｃ内の液体の温度をより長い時間の間保つことが可能になる。
図示する実施形態では、加熱冷却要素６６０は、コネクタ（例えば１つまたは複数のワイ
ヤ、または内側の周壁６１０’’および外側の円周方向６２０の側壁６２０ａ’’、６１
０ａ’’上に印刷されたトレース線）（図示せず）によって１つまたは複数のエネルギー
貯蔵デバイス６８０および電子モジュール６９０に電気的に接続することができる。
【００５８】
　一実施形態において、加熱冷却システム５５、４５５、６５５は、食卓用食器装置（例
えば皿１００、マグ４００、移動用マグ６００など）の本体内に埋め込まれまたは収容さ
れる。別の実施形態では、加熱冷却システム５５、４５５、６５５は、食卓用食器装置の
凹部内に配設されたキャビティ５０、４５０、６３０などの、閉鎖された耐水または防水
コンパートメント内に収容することができる。例えば、一実施形態において、コンパート
メントは、コンパートメントの表面が、食卓用食器装置の周囲表面と同一平面になるよう
に前記凹部内に配設することができる。別の実施形態では、コンパートメントは、食卓用
食器装置の表面から突出するものであってもよい。一実施形態において、耐水または防止
コンパートメントは、食卓用食器装置の前記凹部内に取外し式に配設することができる（
例えば、コンパートメントは、食卓用食器、飲料用食器または給仕用食器の装置に取外し
式に取付け可能であることができる）。別の実施形態では、耐水または防水コンパートメ
ントは、前記凹部内に固定する（例えば、接着剤、ねじなどを介して食卓用食器装置の凹
部内の取り付ける）ことができる。
【００５９】
　上述したように、一実施形態において、電力は、電力トランスミッタ２４０、５４０な
どのワイヤレス電力トランスミッタから、誘導結合などの短距離のワイヤレス式エネルギ
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ー伝達によって、電力レシーバ９２、４９２、６９２などのワイヤレス電力レシーバにワ
イヤレス式に伝送することができる。別の実施形態では、マグ４００、皿１００および移
動用マグ６００などの加熱冷却食卓用食器および飲料用食器のワイヤレス電力レシーバ９
２、４９２、６９２は、長距離のワイヤレス式エネルギー伝送によって遠隔トランスミッ
タから電力を受け入れることができ、それにより、加熱冷却食卓用食器および飲料用食器
に電力を伝送するために充電ベースを使用する必要はない。
【００６０】
　一実施形態において、遠隔トランスミッタは、家またはレストランの壁または天井に配
設されてもよく、または、家もしくはレストランの外側に配設されてもよい。トランスミ
ッタは、共振誘導結合を用いて、ワイヤレス電力レシーバ９２、４９２、６９２に数メー
トルの距離にわたって電力をワイヤレス式に伝送することができる。一実施形態において
、遠隔トランスミッタ内の誘導コイルは、コイルワイヤの各端部に取り付けられたキャパ
シタンス板を有することができる。電気がコイル内に流れるとき、コイルは、コイルのイ
ンダクタンスと皿のキャパシタンスの積である共振周波数で共振することができる。ワイ
ヤレス電力レシーバ９２、４９２、６９２などのワイヤレス電力レシーバは、遠隔トラン
スミッタ内の誘導コイルと同じ共振周波数を有する類似の誘導コイルを有することができ
、それにより、エネルギーをトランスミッタからワイヤレス電力レシーバ９２、４９２、
６９２に伝送することができる。したがって、マグ４００、皿１００、および移動用マグ
６００などの加熱冷却食卓用食器または飲料用食器は、充電ベースを用いることなく無線
式に給電され得る。
【００６１】
　使用においては、ユーザは、充電ベースおよび／または遠隔トランスミッタによって、
エネルギー貯蔵デバイス８０、４８０、６８０などの１つまたは複数のエネルギー貯蔵デ
バイスを充電することができる。充電された後、食卓用食器または飲料用食器は、その加
熱冷却要素６０、４６０、６６０によって加熱または冷却されて、その中の食品または液
体を、場合によっては長時間にわたって暖かくまたは冷却状態に保つことができる。加え
て、加熱冷却システム５５、４５５、６５５は、マグ４００、皿１００または移動用マグ
６００などの食卓用食器または飲料用食器の本体内に配設される（例えば埋め込まれる）
ため、食卓用食器および飲料用食器は、加熱冷却システム５５、４５５、６５５への損傷
を抑制しながら（例えばシンクまたは食洗機内で）水に露出させることができる。別の実
施形態では、上述したように、加熱冷却システム５５、４５５、６５５は、閉鎖された耐
水または防水コンパートメント内に収容することができ、この場合、前記コンパートメン
トは、食卓用食器装置（例えばマグ４００、皿１００など）に固定され、または取外し式
に取付け可能である。
【００６２】
　一実施形態において、食卓用食器または飲料用食器の装置（例えばマグ４００、皿１０
０、移動用マグ６００）はジャイロを含むことができ、このジャイロは、食卓用食器また
は飲料用食器の装置の向きを感知し、食卓用食器または飲料用食器の装置の動作を制御す
るために電子モジュール９０、４９０、６９０と通信する、例えば、ジャイロは、（例え
ば食洗機に装填するときに）皿１００が横倒しされたとき、またはマグ４００または移動
用マグ６００が逆さまになったときを感知することができ、信号を電子モジュール９０、
４９０、６９０に送って加熱冷却要素６０、４６０、６６０への電力を中断し、それによ
って加熱冷却要素をオフにする。しかし、ジャイロ以外の他の適切な装置（例えばセンサ
）が、皿１００、マグ４００または移動用マグ６００などの食卓用食器、飲料用食器また
は給仕用食器の装置の向きを感知するために使用され得る。
【００６３】
　上記の実施形態は、マグ、皿、および移動用マグなどの食卓用食器および飲料用食器に
関連付けて説明されたが、加熱冷却要素６０、４６０、６６０はまた、ディナー用食器、
給仕用食器（例えば給仕用大皿、ボウル、スープ用深皿、卓上鍋、盆）および耐熱皿（例
えばキャセロール皿）に組み込むこともできることを当業者は認識するであろう。加えて
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、飲料用食器、食卓用食器、給仕用食器などは、セラミック材料または他の適切な材料（
例えばプラスチックまたはガラス）から作製することができる。
【００６４】
　当然ながら、前述の説明は、本発明の趣旨および範囲から逸脱することなくさまざまな
変更および改変を加えることができる本発明の特定の特徴、態様、および利点のものであ
る。さらには、加熱冷却食卓用食器および飲料用食器は、上述した目的、利点、特徴、お
よび態様をすべて特徴付ける必要はない。したがって、例えば、本発明が、本明細書で教
示したような１つの利点または利点の群を、本明細書で教示または提案され得るような他
の目的または利点を必ずしも実現する必要はなく実現または最適化するように具現化また
は実施できることを当業者は認識するであろう。加えて、本発明のいくつかの変形形態が
示され、詳細に説明されてきたが、本発明の範囲内にある使用の他の改変形態および方法
が、この開示に基づいて当業者に容易に明らかになるであろう。例えば、図９Ａに関して
上記で説明した受動的または能動的冷却要素は、飲料用食器または食卓用食器（例えば皿
１００、マグ４０、移動用マグ６００）に関して開示された他の実施形態の任意のものに
組み込むことができることを当業者は認識するであろう。加えて、真空室もまた、皿１０
０’’または移動用マグ６００’’に関連付けて上記で説明したものに類似するようにし
て、マグ４００、皿１００’および移動用マグ６００’などの、上記で説明したすべての
実施形態に組み込むこともできることを当業者は認識するであろう。実施形態のこれらの
特有の特徴および態様のさまざまな組合せおよび副組合せが作られ、本発明の範囲内に依
然として入ることが企図される。したがって、開示する実施形態のさまざまな特徴および
態様は、論じた加熱冷却食卓用食器、飲料用食器および／または給仕用食器の可変の形態
を形成するために、互いに組合せ、代用することができることを理解されたい。
（付記）
１．固体または液体の食品を保持する受入れ部を有する食洗機でも安全な本体と、
　加熱冷却システムと、
　を備える、皿、マグ、カップ、または給仕用盛り皿であって、
　前記加熱冷却システムが、
　前記本体の前記受入れ部を加熱または冷却するように構成された加熱冷却要素、
　前記加熱冷却要素に電気的に接続され、その加熱冷却要素に対して電気を、所定の時間
の間および／または所定の電力設定値で供給するように構成された電力貯蔵要素、および
、
　電源から電力をワイヤレス方式で受けるように構成され、前記電力貯蔵デバイスに接続
されるとともにその電力貯蔵デバイスを充電するように構成されたワイヤレス電力レシー
バ、
　を有し、
　前記加熱冷却要素が、
　前記固体または液体の食品を長時間にわたって加熱または冷却された状態に保つために
、前記本体の少なくとも一部を能動的に加熱または冷却するように動作可能である、
　皿、マグ、カップ、または給仕用盛り皿。
２．前記加熱冷却システムが前記本体内に収容されている、上記１に記載の皿、マグ、カ
ップ、または給仕用盛り皿。
３．さらに、前記ワイヤレス電力レシーバおよび前記電力貯蔵要素に動作可能に接続され
た充電回路であって、前記電力貯蔵要素の充電プロセスを制御するように構成された充電
回路を備えている、上記１に記載の皿、マグ、カップ、または給仕用盛り皿。
４．前記電力貯蔵要素が再充電可能な電池である、上記３に記載の皿、マグ、カップ、ま
たは給仕用盛り皿。
５．前記電力貯蔵要素がコンデンサである、上記３に記載の皿、マグ、カップ、または給
仕用盛り皿。
６．前記電源が、前記食洗機でも安全な本体の少なくとも一部と接触するように構成され
、誘導結合によって前記加熱冷却要素に電力を無線方式で伝送するように構成された充電
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ベースを有している、上記１に記載の皿、マグ、カップ、または給仕用盛り皿。
７．前記電源が、
　数メートルの距離にわたる共振誘導結合によって、電力を無線方式式で前記加熱冷却要
素に伝送するように構成された遠隔トランスミッタを有している、上記１に記載の皿、マ
グ、カップ、または給仕用盛り皿。
８．さらに、制御回路に電気的に接続され、前記加熱冷却要素の前記動作を制御するため
にユーザによって作動可能であるユーザインターフェースを備える、上記３に記載の皿、
マグ、カップ、または給仕用盛り皿。
９．固体または液体の食品を保持する受入れ部を有する食洗機でも安全な本体と、
　加熱冷却システムと
を備える、移動用マグであって、
　前記加熱冷却システムが、
　　前記本体の前記受入れ部を加熱または冷却するように構成された加熱冷却要素、
　　前記加熱冷却要素に電気的に接続され、その加熱冷却要素に対して電気を、所望の時
間の間、供給するように構成された電力貯蔵要素、
　　前記電力貯蔵要素に電気的に接続され、前記電力貯蔵要素の充電プロセスを制御する
ように構成された充電回路、および
　　電源から電力を無線方式で受けるように構成され、前記充電回路に接続されるととも
に前記電力貯蔵デバイスを充電するために前記充電回路に電力を伝送するように構成され
たワイヤレス電力レシーバ、
　を有し、
　前記加熱冷却要素が、
　前記固体または液体の食品を長時間にわたって加熱されたまたは冷却された状態に保つ
ために、前記本体の前記受入れ部の少なくとも一部を能動的に加熱または冷却するように
動作可能である、移動用マグ。
１０．前記加熱冷却システムが前記本体内に収容されている、上記９に記載の移動用マグ
。
１１．前記電力貯蔵要素が再充電可能な電池である、上記９に記載の移動用マグ。
１２．前記電力貯蔵要素がコンデンサである、上記９に記載の移動用マグ。
１３．前記電源が、前記食洗機でも安全な本体の少なくとも一部と接触するように構成さ
れ、誘導結合によって前記移動用マグに電力を無線方式で伝送するように構成された充電
ベースを有している、上記９に記載の移動用マグ。
１４．前記電源が、数メートルの距離にわたる共振誘導結合によって、電力を無線方式で
前記移動用マグに伝送するように構成された遠隔トランスミッタを有している、上記９に
記載の移動用マグ。
１５．さらに、制御回路に電気的に接続され、前記加熱冷却要素の前記動作を制御するた
めにユーザによって作動可能であるユーザインターフェースを備えている、
　上記９に記載の移動用マグ。
１６．固体または液体の食品を保持する受入れ部を有する食洗機でも安全な本体と、
　加熱冷却システムであって、
　　前記本体の前記受入れ部を加熱または冷却するように構成された加熱冷却要素、
　　前記加熱冷却要素に電気的に接続され、電源から電力を無線方式で受けるように構成
されたワイヤレス電力レシーバ、および、
　　前記ワイヤレス電力レシーバおよび前記加熱冷却要素に電気的に接続され、前記加熱
冷却要素の動作を制御するように構成されたコントローラ回路、
　を有する、加熱冷却システムと、
　を備える、能動的に加熱または冷却される皿、マグ、カップ、または給仕用盛り皿。
１７．前記加熱冷却システムが前記本体内に収容されている、上記１６に記載の加熱また
は冷却される皿またはマグ。
１８．さらに、前記コントローラ回路、ワイヤレス電力レシーバ、および加熱冷却要素に
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電気的に接続され、前記加熱冷却要素に電力を供給するように構成された１つまたは複数
のエネルギー貯蔵デバイスを備える、上記１６に記載の加熱または冷却される皿またはマ
グ。
１９．前記１つまたは複数のエネルギー貯蔵デバイスが再充電可能な電池を備えている、
上記１８に記載の加熱または冷却される皿またはマグ。
２０．前記１つまたは複数のエネルギー貯蔵デバイスが、コンデンサを有している、上記
１８に記載の加熱または冷却される皿またはマグ。
２１．さらに、前記コントローラ回路に電気的に接続され、前記加熱冷却要素の前記動作
を制御するためにユーザによって作動可能であるユーザインターフェースを備えている、
　上記１６に記載の加熱または冷却される皿またはマグ。
２２．固体または液体の食品を保持する受入れ部を有する食洗機でも安全な本体と、
　加熱冷却システムであって、
　　前記本体内に収容され、前記本体の前記受入れ部を加熱または冷却するように構成さ
れた加熱冷却要素、
　　前記加熱冷却要素に電気的に接続されたエネルギー貯蔵デバイス、および
　　対応する充電ベース上の電気接点要素と接触するように構成された前記本体の外面上
の電気接点部材インターフェースであって、前記電気接点要素を介して電力を受けその電
力を前記エネルギー貯蔵デバイスに送るように構成された電気接点部材インターフェース
、
　を有する加熱冷却システムと、
　を備える、能動的に加熱または冷却される皿、マグ、カップ、または給仕用盛り皿の装
置。
２３．前記加熱冷却システムが前記本体内に収容される、上記２２に記載の装置。
２４．さらに、前記電気接点部材および前記エネルギー貯蔵デバイスに動作可能に接続さ
れ、前記エネルギー貯蔵デバイスの充電プロセスを制御するように構成された充電回路を
備えている、上記２２に記載の装置。
２５．前記加熱冷却要素が冷却要素である、上記２２に記載の装置。
２６．さらに、前記エネルギー貯蔵デバイスに動作可能に接続され、前記エネルギー貯蔵
デバイスの充電プロセスを制御するように構成された充電回路を備えている、
　上記２２に記載の装置。
２７．さらに、前記制御回路に電気的に接続され、前記加熱冷却要素の前記動作を制御す
るようにユーザによって作動可能なユーザインターフェースを備えている、上記２２に記
載の装置。
２８．さらに、食洗機でも安全な前記本体を充電ベース上に配置して前記本体の外面の電
気接点と前記充電ベースの表面の対応の電気接点とを位置合わせするための、スロットお
よびキー機構備えている、上記２２に記載の装置。
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【図１】 【図２】
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【図３Ｂ】 【図４】
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【図８】 【図９】

【図９Ａ】 【図１０】
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【図１１】 【図１２】

【図１３】 【図１４】
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【図１５】

【手続補正書】
【提出日】平成31年1月31日(2019.1.31)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　能動的に加熱または冷却される食器、サーバーウェアまたは耐熱皿デバイスであって、
　上面、底面、および上面と底面との間に画定された中空のキャビティとを有するボディ
と、
　前記キャビティに少なくとも部分的に配置された温度コントロールシステムであって、
　　前記上面の少なくとも一部と熱的に連絡するとともにそれらを加熱または冷却するよ
うに動作可能な１つまたは複数の加熱または冷却要素、および、
　　前記１つまたは複数の加熱または冷却要素の動作を制御し、前記上面の少なくとも一
部を、ユーザが選択した温度または温度範囲に加熱または冷却するように構成されている
回路を有する温度コントロールシステムと、
　を備える、食器、サーバーウェアまたは耐熱皿デバイス。
【請求項２】
　前記ボディは、
　プレート、ボウル、サービング皿、ベイキング皿からなる群から選択される形状ファク
タを有している、
　請求項１に記載の食器、サーバーウェアまたは耐熱皿デバイス。
【請求項３】
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　さらに、
　前記回路に、および／または、１つまたは複数の前記加熱または冷却要素に電力を供給
するように構成された、１つまたは複数の電力ストレージエレメントを備える、
　請求項１に記載の食器、サーバーウェアまたは耐熱皿デバイス。
【請求項４】
　前記１つまたは複数の加熱または冷却要素が、前記キャビティ内に収容されている、
　請求項１に記載の食器、サーバーウェアまたは耐熱皿デバイス。
【請求項５】
　さらに、
　誘導結合を介して電力をワイヤレスで受け取り、前記温度コントロールシステムの１つ
または複数のコンポーネントに電力を供給するように構成されたワイヤレス電力レシーバ
を備える、
　請求項１に記載の食器、サーバーウェアまたは耐熱皿デバイス。
【請求項６】
　さらに、
　前記ボディの表面上の１つまたは複数の電気接点であって、電気接点を介して電源から
電力を受け取り、受け取った電力を、前記温度コントロールシステムの１つまたは複数の
コンポーネントに供給するように構成されている１つまたは複数の電気接点を備える、
　請求項１に記載の食器、サーバーウェアまたは耐熱皿デバイス。
【請求項７】
　さらに、
　前記１つまたは複数の加熱または冷却要素の動作を制御するためにユーザによって作動
させることが可能なユーザインタフェースを備え、
　前記ユーザインタフェースは、複数の温度セッティングの１つを選択するためにユーザ
によって調整可能なアジャスタブルサーモスタットを含んでいる、
　請求項１に記載の食器、サーバーウェアまたは耐熱皿デバイス。
【請求項８】
　さらに、
　前記ボディの向きを検知し検知した向きを前記回路に伝達するセンサであって、前記回
路は、前記ボディが所定の角度を超えて傾いていることを、センサによって検出された前
記向きが示している場合、前記１つまたは複数の加熱または冷却要素への電力伝達を中断
するように構成されている、センサを備える、
　請求項１に記載の食器、サーバーウェアまたは耐熱皿デバイス。
【請求項９】
　前記ボディがその横向きになった場合またはひっくり返された場合に、前記回路は、前
記１つまたは複数の加熱または冷却要素への電力伝達を中断する、
　請求項８に記載の食器、サーバーウェアまたは耐熱皿デバイス。
【請求項１０】
　さらに、
　前記ボディの少なくとも一部に接触するように構成され、電気接点を介してまたは誘導
結合を介して、前記ボディに電力を送るように構成されている充電ベースをさらに備える
、
　請求項１に記載の食器、サーバーウェアまたは耐熱皿デバイス。
【請求項１１】
　前記充電ベースは複数のレベルを有しており、各レベルは、別々の食器、サーバーウェ
アまたは耐熱皿デバイスを受けるように構成されている、
　請求項１０に記載の食器、サーバーウェアまたは耐熱皿デバイス。
【請求項１２】
　前記温度コントロールシステムのどの部分も露出されておらず、当該温度コントロール
システムを水または液体にさらすことなくマグをシンク内の水または液体にさらすことが
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できるようになっており、それにより、前記温度コントロールシステムの損傷が防止され
る、
　請求項１に記載の食器、サーバーウェアまたは耐熱皿デバイス。
【請求項１３】
　前記温度コントロールシステムは、前記ボディに対して取外し可能に結合されるモジュ
ール内に収容されており、
　前記ボディを洗浄すべき場合には、洗浄前に、前記ボディから前記モジュールを外すこ
とができ、そして、
　内容物を加熱または冷却するためにモジュールを前記ボディに対して結合することがで
きる後の使用のために、当該モジュールを対応の充電ベースに配置できるようになってい
る、
　請求項１に記載の食器、サーバーウェアまたは耐熱皿デバイス。
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